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行政から住民への災害情報伝達においては、1)今何が起こっているか、2)今後どのように展開するか、

そして3)住民がどのような行動を取るべきかの３点を、4)わかりやすく伝達することが重要である。本論

文では、市町村の災害対応業務を情報共有、情報管理の点から支援するために開発した災害対応管理シス

テムに、上記の原則に基づき、さらに曖昧な用語の使用をチェックできる定型文登録機能を開発した。こ

の機能を新潟県見附市の災害対応管理システムに実装し、豪雨水害を対象とした図上訓練を実施した。そ

の結果、住民に対してとるべき行動をわかりやすく，的確に伝えることができたことを確認することがで

きた．また，速やかな情報伝達を，時間と手間をかけずに，情報の漏れなく行うことができ，さらに定型

文があると思うだけで安心感があった等，防災担当者による好評価を得ることができた． 
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1. はじめに 

 

災害時における情報は，行政の対応にとっても住民の

生活にとっても欠かすことができない。とくに、市町村

から住民への避難情報の伝達は，正確性とともに迅速性

が要求される．例えば，洪水警報等の洪水予報は，気象

台から都道府県の治水部局，治水部局から防災部局，そ

して都道府県の防災部局から市町村の防災部局へと伝達

され，さらにこの情報に基づいて市町村か避難の判断し，

避難準備，指示，勧告の避難情報を住民に伝達する，と

いう迅速性に欠けた情報伝達経路で，ファックスを情報

伝達ツールとして行われるため，住民まで情報が届くの

に多大な時間のロスを生じさせている．これに加えて，

避難情報は防災無線のスピーカー，広報車による伝達で

は十分聞き取れず，さらに住民に正確な避難行動を促す

メッセージが欠けているとなると，避難情報の有効性は

極めて低くなってしまう． 

迅速かつ確実な災害情報共有を目的として，筆者らは

住民・行政協働ユビキタス減災情報システム1)を開発し，

ICTを用いて情報発信元から市町村へ情報が直接届く仕

組み，市町村と住民が双方向で情報を共有できる仕組み

を構築している．また，同システムを用いた市町村の実

務者研修，住民・行政協働の防災訓練を実施し，その有

効性を検証している1),2)． 

本論文では，住民の正しい行動を促すメッセージの作

成方法の提案とその災害対応管理システムへの実装につ

いて報告するものである． まず災害情報の基本原則と

いう観点から，行政側の提示した代表的な情報として，

2011年東日本大震災における首相官邸のプレスリリース，

twitterの首相官邸公式アカウントのつぶやきの分析を行

い，行政による災害情報発信の課題を抽出する．つぎに，

この課題解決を目的として，災害情報の４原則4)に基づ

いた住民向けのメッセージの作成方法を提案し，この方

法に基づいて市町村用災害対応管理システムの文書事前

登録機能を開発する．最後に，本機能を実装した災害対

応管理システムを用いた図上訓練により，その有効性を

検証する． 

 

 

2. 東日本大震災に見る情報提供の課題 

 

2011年東日本大震災では，発災の翌日3月12日に，福

島第一原子力発電所で水蒸気爆発が発生し，世界中に放

射能を放出することとなった．首相官邸は記者発表を定

期的に行い，情報公開に努める姿勢を明確にした一方で，

記者発表の内容は曖昧な表現，冗長な文章が多用され，
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同じ表現の繰り返し

自己防衛

7.19 肉牛に給与した可能

性のある個体については、
流通プロセスでの把握を全
力を挙げているところでござ
いまして、発見したものは
流通をその段階で止めて個
体検査を行ないます。

4.4 これらの措置と同時並

行で溜まり水の移送や、原
子炉冷却機能の回復など
の対策に万全を期するとと
もに、海水のモニタリング結
果を注意深く監視して、環
境への影響もしっかりと確
認するよう指示したところで
ございます。

7.19 この出荷制限に伴い、

畜産農家には適切な賠償
が行なわれるよう万全を期
すことといたしております。

3.14 御不便を最小限に止

めるよう、全力で取り組んで
いるところでございます。

4.4 これに比べれば大幅に、

桁違いに放射性物質の量
が少ないものでございます
が、残念ながら一定の放射
性物質を含んでいる集中環
境施設建屋に溜まっている
水を海中に放出をすると。

3.14 関係機関にしっかりと

更に徹底して指示してまい
りたいと思っております。

4.6 近隣諸国の皆さんに対

する連絡・伝達については、
より丁寧に行っていくべく、
経済産業省あるいは外務
省に対してしっかりとした連
携を進めていただくべく、更
なる調整をしているところで
ございます。

4.11現在、福島県及び関係

する市町村と具体的な相談
をいたしておりまして、具体
的にどういう段取りで、どう
いう対応をとっていただくの
かということについては、安
全性を前提としつつ、地域
の事情を踏まえ、自治体の
皆さんとのご相談に基づい
て、具体的に住民の皆さん
にはご指示をお願いさせて
いただきますので、そのこと
を予め申し上げたいという
ふうに思います。

4.6 こうした状況を食い止

めるとともに、たまっている
水を海に出さないということ
に向けた止むを得ない措置
でございまして、従来、ター
ビン建屋等の高濃度の水
が流れ出ていたと思われる
状況に比べると、２０万分の
１ぐらいの低い、相対的に
は低い濃度のものでござい
まして、

4.4 いずれも安全確保の

ためにやむを得ない措置等
でございまして、東京電力
からの報告に基づき、原子
力安全・保安院が原子力安
全委員会の助言を得た上
で、原子炉等規制法に基づ
く危険時の措置として、や
むなく実施するものでござ
います。

4.11 具体的には、福島第

１原子力発電所から２０ｋｍ
以上３０ｋｍ以内の、広野町、
楢葉町、川内村、そして田
村市の一部、南相馬市の
一部が該当をいたします。

4.11 そうした自治体の皆さ

んとの調整を踏まえたご指
示をお願いをさせていただ
きますので、今すぐ直ちに
行動に移る必要はないとい
うことをご理解を下さい。

具体性がない

4.11 今回の方針の決定は、

今すぐに緊急の避難、行動
をお願いをするものではご
ざいません。

4.11 計画避難は、概ね一

か月を目途に実行されるこ
とが望ましいと考えておりま
すが・・・

4.11 最初の数日間あるい

は１週間程度の状況と比べ
ましては、相対的には安定
の方向に向かっているとい
うふうに思いますが、今後、
なお状況が悪化をする可能
性については否定できませ
ん。その際には、緊急的に
屋内退避を頂いたり、ある
いは避難をしていただくこと
が求められ可能性が否定
できない状況にございます。

3.14 現時点では電力の需

給の状況から実際の送電
の停止は行われておりませ
ん。しかしながら、そう遠く
ない時期に実際の電力供
給を実行せざる得ないと認
識しております。

3.14 実際の電力供給のス

トップはありませんが、計画
停電のプロセスの中に入っ
ております。

6.23 本年度の海水浴場の

開設は予定をしておりませ
んが・・・・泳いでも健康に問
題はないと判断をいたしま
した。

4.12 原子力安全・保安院

は、福島第一原発の事故に
ついて、ＩＮＥＳ（国際原子
力・放射線事象評価尺度）
を適用し、レベル７と暫定評
価しました。ただし、放射性
物質の放出量は、同じレベ
ルのチェルノブイリ事故の1
割程度です。詳しくはこちら
http://bit.ly/eVfXlF

4.12 今回の事故発生以来

の放射性物質の総放出量
は、現時点でチェルノブイリ
事故の約10分の１。「チェル

ノブイリ並みの事故」とは言
えません。ただ、国際原子
力事故評価尺度ではレベ
ル分けが７段階しかないた
め、福島も、その１０倍の
チェルノブイリも同じランク
に入ります。

4.12 同じレベル７でもチェ

ルノブイリでは原子炉が爆
発し、大規模な火元から多
量の放射性物質が拡散。
福島では、原子炉自体でな
くその外での水素爆発。大
規模・継続的な火元は無し。
ただ、持続的な放出なので、
放出が止まるまで積算量の
継続的監視・計画的対応は
必要です。

7.19 汚染稲わらの使用を

避けるなど、適切な使用管
理の徹底を図るとともに、
汚染稲わらの可能性のある
エサを与えていないかどう
か、農家への立ち入り検査
を評価をいたしまして、万が
一そうした可能性がある場
合は、同じような対応をする
ようにお願いをしたいと思っ
ております。

3.14 包括的な部分の雑感

と原子力発電所の件、そし
て、計画停電の件を中心に
御報告をさせていただきま
す。

7.19 出荷制限指示後、福

島県から適切な使用管理
の徹底や肉の検査による合
理的な安全管理体制の確
立を前提として、出荷制限
の一部解除の申請があっ
た場合はこれを認めること
といたしております。

意味不明な文言

逆接

 

図-1 首相官邸から発信されたメッセージをKJ法によって整理した例 

国民への説明というよりは自己防衛に近い内容であり，

国民の不信感をあおる結果となった． 

福島第一発電所事故に関連する政府からのメッセージ

を，首相官邸の記者会見資料4)，首相官邸公式アカウン

トのtwitterのつぶやき5)より抽出し，分析することとした．

首相官邸の記者会見資料からは，水素爆発，ホウレンソ

ウ，原乳，肉牛，放射性物質放出等の10種類の話題を，

twitterでは4月のつぶやき約100件を，分析のための材料

とした．国民目線でこのメッセージの分析するために，

研究室の学部生，大学院生8名にメッセージをすべて読

ませた後，メッセージの中で分かりにくと感じた点を列

挙させ，それらをKJ法を用いて整理させた．なお，教

員は一切誘導はしないこととした．整理結果の一部を図

-1に示して解説する．「今すぐ直ちに・・・ない」，

「一部」，「概ね」といった曖昧な文言の使用が，住民

（学生）に不信感を抱かせる結果となっている．また，

「万全を期す」，「全力挙げて取り組んでいる」といっ

た自己防衛のための文言は，メッセージを冗長にするだ

けであり，そもそも不要と判断された．「より丁寧

に・・・しっかりと」，「具体的に・・・具体的

に・・・」といった繰返しは，実はしっかりと対応でき

てない，具体的には言えないことの裏返しと理解されて

いる．さらに，首相官邸の記者発表資料には，前のセン

テンスを否定する逆接の文章が多いことがわかる．図-1

の例では，4月11日に放射能レベルに関する記者発表の

中で「最初の数日間あるいは１週間程度の状況と比べま

しては、相対的には安定の方向に向かっているというふ

うに思いますが、今後、なお状況が悪化をする可能性に

ついては否定できません。」とコメントしている．放射

能レベルがどのように推移するか分からないなら，「最

初の数日間と比べれば～の程度低い」とコメントすれば

良いはずである．これらに加えて，慌てて発表資料を作

成したにせよ，首相官邸の正式発表としては，また我が

国の広報のプロが作成したとは到底思えないお粗末な内

容と言わざるを得ない． 

災害時の政府の記者会見は，国としてのクライシスコ

ミュニケーションである．クライシスコミュニケーショ

ンでは，スピード，情報開示，社会的視点に立った判断

が３原則とされている．スピードと情報開示の原則は守

られたように見えるが，実は国民の不安感は解消されな

いばかりか，事実が隠されているのではないかという懸

念が広がり，不安をあおる結果となった．とくに，社会

的視点に関して，組織倫理，自己防衛の姿勢が目立って

いたと言える． 
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表-1 災害対応管理システムの機能一覧 

機能種別 内容 

①災害選択
取り扱う災害の登録，登録した災害の選択を行う

ことにより，災害ごとに共通情報を作成できる． 

②指示・ 

対応報告

災害対策本部から各部署への指示，この指示に対

する各部署から災害対策本部への報告を行う． 

③通報受付

地域防災 SNS とのシステム連携により，地域コミ

ュニティ（自治会）から市町村への通報を表示す

るとともに，住民へ災害情報を提供する．また，

病院のトリアージの結果を適時受け取る． 

④被害報告

各部署から災害対策本部へ被害や対応を報告．各

部署は市町村全体の被害や対応状況を知ることが

できる．被害の地図登録はGoogle Map上． 

⑤避難所 

情報 

各避難所の運営状況，避難者名簿をすべての部局

が閲覧できる．また，各避難所は災害対策本部に

支援要請を行い，災害対策本部あるいは民生・教

育部局は支援要請に対する対応を報告する． 

⑥県報告，

観測情報

被害報告を自動集計し，災害対策基本法第五十三

条に基づいて県へ災害状況の報告を行う．市の災

害対策本部が県の災害対策本部と連絡を行うため

のホットライン機能．甲府河川国道事務所，甲府

地方気象台から県をスルーさせて観測情報をリア

ルタイムで取得できる． 
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図-2 災害対応管理システムの組織と機能模式図 

 市町村から住民への災害情報伝達は，重要なクライシ

スコミュニケーションである．ただし，コミュニケーシ

ョンは記者を介するのではなく，直接住民に対して行わ

れる．スピード，情報開示，社会的視点に立った判断だ

けでなく，何が起こっているのか，これからどのように

進展するのか，どのような行動を取ればよいのか，をわ

かりやすく伝えるという災害情報の４原則3)も不可欠で

ある．そこで，本論文では，市町村の災害対応管理シス

テムから災害情報の原則に則したメッセージを，SNSや

エリアメール等の複数のメディアを用いて，一斉かつ迅

速に住民へ伝達する仕組みを開発することとした． 

 

 

3. 災害対応管理システム 

 

災害対応管理システムとは，地方自治体の災害対応を

情報共有の観点から支援するWebアプリケーションであ

る6)．災害対応管理システムは，新潟県見附市の全面的

な協力のもとで，設計，試作，図上訓練への適用，評

価・改修を繰返すことによって開発した．2004年新潟・

福島豪雨災害，2004年新潟県中越地震という2大災害を

経験することによって災害対応業務に精通，熟練した同

市職員の評価が，適正な部局（数）と業務の割り当て，

画面間の移動ステップ数削減，閲覧画面の見やすさ（文

字フォント，色構成，配置等）．登録必須項目削減等々

を実現することとなり，システム入力時間を削減し，ユ

ーザビリティを高めた実用的なシステム開発につながっ

た7),8)． 

その後，都道府県や政令指定都市を適用対象とし，市

町村と同様の庁内情報共有を可能とし，さらに市町村あ

るいは区，そして地方指定行政機関や消防庁との相互の

情報伝達を可能とする県庁版，政令指定都市版も開発す

るに至った9)． 

図-2は災害対応管理システムにおける災害対策本部と

各部局や指定避難所，さらに住民や県，地方行政機関と

いったユーザーとの関係を，災害時に行政が共有すべき

15種類の情報とともに示し，災害対応管理システムの組

織と機能を模式的に示したものである．ここで民生部局

は避難所を管理・運営するため，民生部局には避難所の

支援要請に対応したり，施設避難所の登録，運営を行う

特別な機能を付与させている． 

同システムの機能一覧を表-1にまとめた．災害対応管

理システムの機能は，①災害選択，②災害対策本部から

各部局への指示とその指示に対する各部局からの対応報

告，④各部局からの被害報告，⑤避難所の管理・運営情

報，⑥被害集計と上位機関（県）への報告等，災害対策

本部を中心とした必要最小限の災害対応業務に特化させ

ている．例えば，各避難所は一日に一度Excelを用いた

避難者名簿管理を行うが，そのExcelファイルがシステ

ムに読み込まれ，避難者情報のシステム登録が行われる．

とくに山梨県の市町村用のシステムでは，③の地域住民

からの通報受付や住民への災害情報の提供，病院のトリ

アージ結果閲覧の機能，⑥の県の災害対策本部との連携

機能，水防管理者や気象台による観測情報をリアルタイ

ムで閲覧する機能を設けている1),2)．  

 

 

4. 定型文登録機能 

 

(1) 定型文登録機能の開発 

災害対応管理システムの②の機能（災害対策本部から

各部局への指示とその指示に対する各部局からの対応報

告）は，災害対策本部が緊急かつ重要な情報を各部局や

避難所に伝達する機能である．その中でも緊急情報であ
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る体制配備，避難情報，重大被害発生を，庁内に留まら

ず，SNSやマスメディア，登録した住民のメールアドレ

スやエリアメールにも一斉に自動配信し，迅速な情報共

有を図ることが，本システムの特徴の一つである． 

市町村が避難情報を発令する際には，発令するか否か

の基準の有無だけでなく，発令による影響を考慮して発

令文の内容にも気を使うようである．したがって，災害

時の混乱の中で広報用のメッセージを作成すると，前述

のような自己防衛意識が働き，どうしても冗長となった

り，曖昧な表現を使ったり，また肯定と否定の組み合わ

せた文章となってしまう．また，住民に求める行動の記

述が欠如してしまう．そのようなメッセージを受け取っ

ても，住民は適切な行動を取ることができず，正常化の

偏見も手伝って，結果として行動（避難）しないことに

なる．したがって，1)今何が起こっているのか，2)これ

からどのように進展するのか，3)取るべき行動は何か，

を4)わかりやすく伝える，という柳田邦男氏の提唱する

災害情報の４原則3)にしたがって，事前文章登録を行う

機能を，災害対応管理システムに新たに追加した．図-3

に事前文章登録画面を示す．災害情報の原則の1)～3)の

順に，枠内に文章を記述させることとした．残りの4)に

ついては，文章枠の下の文法チェックボタンをクリック

することによって実施した．すなわち，表-2に示す曖昧

な表現で代表的な副詞8種類ならびにその同意語，自己

防衛のための表現となる副詞4種類とその同意語，そし

て肯定・否定の組合わせをつくる接続詞2種類とその同

意語，類似語，合計約100語が，作成した文章に含まれ

か否かをチェックし，含まれる場合は吹き出しによって，

不適切な用語の使用の可能性を指摘することとした． 

 

(2) 災害対応管理システムへの実装と実証実験 

開発した事前文章登録機能を新潟県見附市の災害対応

管理システムに実装した．新潟県見附市では，2007年よ

り筆者の開発した見附市災害対応管理システムを運用し

ている．2008年からは山梨大学にシステムサーバーを置

いて，インターネット経由でシステムを運用している． 

事前文章登録機能の実装に当たっては，災害対応経験

が豊富な見附市防災担当へヒアリングを実施し，避難情

報等の住民への広報の内容を，事前に登録して置くこと

が重要であること，災害情報の原則に従って事前に文章

を準備することが有効と考えるとの回答を得た．見附市

では，広報車や事前登録された住民のメールアドレス

（人口約4万人に対して登録メール1万件以上）への一斉

メールで住民へ伝達する避難情報の文案作成には，当然

ながら慎重を期するため，時間を要していることを確認

した．これに加えて，住民登録メールへの一斉配信，個

別の携帯電話キャリアのエリアメールへの配信は，すべ

て個別のアプリケーションを用いて行わなければならな

いので，防災担当にとって負担が大きな作業であり，ま

た住民への情報伝達に時間の遅れが生じていた．したが

 
図-3 事前登録文章のテンプレート 

 

表-2 文章チェックのために用いた用語群 

分類 用語 同意語群 

曖昧な表現 若干 少々，ちょっと，幾分，他 

直ちに さっそく，すぐ，すぐさま，他

局所的 局地的，ローカル，地域的，他

概略 大抵，概ね，あらまし，他 

一生 一生涯，一世，他 

念のため ねんのため，念の為，他 

万が一にも もしも，万一，かりに，他 

一応 とりあえず，ひとまず，他 

自己防衛の

ための表現 

全力 一生懸命，精一杯，必死の，他

万全 完璧，完ぺき，完全，他 

しっかり 断固，しかと，断然，他 

徹底 貫徹，徹頭徹尾，貫徹，他 

肯定・否定

の組合わせ 

しかしながら けれども，だが，けれども，他

ですが ただし，しかし，とはいえ，他

 

 

図-4 災害対策本部設置に関する事前登録文 

 

 

図-5 避難指示に関する事前登録文 
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表-3 定型文登録のメリット 

No. 回答の内容 

1 住民が何をすべきかを伝えることができる 

2 市民に対してより明確な情報を発信できる 

3 市民に分かりやすく、的確な情報が発信できる 

 

表-4 定型文を用いた情報発信で気づいたこと 

No. 回答の内容 

1 速やかな情報発信が可能となった 

2 伝達すべき情報の漏れを防ぐことができた 

3 入力の手間が省けた 

4 定型文があると思うだけで、安心感があった 

って，避難情報発令とほぼ同時に避難情報が一斉に自動

配信されることのメリットは，極めて大きいことを確認

した．事前に十分吟味して作成，登録した伝達文が，災

害対応管理システムに事前登録されていると思うだけで，

防災担当には安心感が持てるようである． 

図-4には実際に見附市災害対策本部が作成した災害対

策本部設置に関する指示の事前登録文を示す．[[ここを

埋めてください。]]が5か所に記述されているが，ここ

には状況に応じて時刻や場所，あるいは状況が記述され

る．図-5には避難指示の事前登録文を示す．最下欄の最

終行は，[避難所開設]とともに[[ここを埋めてくださ

い。]]と記述されている場所に避難所名を記述する以外

は，この事前登録文をそのまま用いることになっている．

ちなみに，見附市は避難勧告についても同一文を登録し

ていた． 

 なお，定型文登録は災害対策本部だけでなく，どの部

でログインしても行うことが可能である．ただし，見附

市では，定型文登録を行っているのは，まだ災害対策本

部のみである． 

 

 

5. 図上訓練を用いた検証 

 

(1) 図上訓練の概要 

見附市では毎年6月に実施する総合防災訓練で，災害

対応管理システムのシステム入力訓練を実施しているが，

2011年度は東日本大震災の避難者対応で訓練が実施でき

なかった．そこで，事前登録文作成機能をはじめ機能強

化を図り，見附市災害対応管理システムの改修を行った

のを機会に，職員のシステム入力研修として，図上訓練

を実施することとした．参加者は，災害対策本部（企画

調査課）3名，建設部2名，民生部2名，ガス・上下水道

部2名，中央公民館避難所1名（館長），消防本部1名の

合計11名であった． 

 豪雨水害を想定した図上訓練を実施した． 10分毎に

更新される刈谷田川の栃尾，本明，大堰の水位観測所の

水位，刈谷田川上流の栃尾の雨量情報をグラフ表示して

示すとともに，災害対策本部ならびに各部に対して，本

来は各部の現場職員から報告される被害を，訓練シナリ

オで設定した時刻に各部へ状況付与用紙を配布すること

によって置き換え，図上訓練を進行させた．図-6は図上

訓練で各部によってシステム入力された被害報告の登録

結果を，Google Map上で閲覧した画面である．図の右の

凡例に示す通り，指示，被害報告，交通規制，そして避

難所の開設状況を確認することができる． 

 

(2)  事前登録文を用いた避難勧告 

刈谷田川の河川水位が避難判断水位に達したのを確認

し，災害対策本部は避難勧告を発令した．システム登録

された避難勧告発令に関する指示の閲覧画面の一部を図

-7に示した．避難勧告は，災害対策本部室（大会議室）

にて防災担当より16:40に口頭で伝達され， 16:41には指

示としてシステムに登録された．災害対策本部からの指

示に対しては，各部ならびに消防本部は，必ず対応状況

の報告を返すことを求められる．図に示す対応状況によ

れば，消防本部は16:43にサイレン吹鳴を報告，中央公

民館避難所は16:49に避難者受け入れを報告しているこ

とがわかる．中央公民館避難所には，実際に避難者登録

を行ってもらった．その他の部についても，16:52まで

にはすべての部が確認済みを報告している．  

 

 

図-6 被害の登録状況 

 

 

図-7 避難勧告発令と各部の対応 
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(3)  事後評価 

図上訓練の直後に、振り返りワークショップを開催し

た．また，図上訓練の参加者11名全員にアンケートを実

施し，災害対応管理システムの評価をしてもらった．事

前文章登録機能についても，災害対策本部（企画調整

課）の3名に，1)定型文を３段階に分けて作成すること

と，文法をチェックできる機能をシステムに実装するこ

とによるメリットについて，2)定型文を用いた情報発信

を実施して気づいたことについて質問した．回答結果を

表-3ならびに表-4に示す．定型文登録のメリットでは，

とくに情報を受け取る「住民」あるいは「市民」への配

慮を確認できた．定型文を用いた指示を行った印象とし

ては，時間や手間の削減，情報漏れの防止について理解

された．さらに，定型文があることだけで安心感があっ

たという回答もあった． 

 

 

6. まとめ 

 

本論文では，2011年東日本大震災における首相官邸の

プレスリリース，twitterの首相官邸公式アカウントから

のつぶやきの分析を行い，行政による災害情報発信の課

題を抽出した上で，災害時に住民の正しい行動を促すた

めに，行政が住民に伝達すべきメッセージの作成方法の

提案とその災害対応管理システムへの実装を行った．本

論文で得られた結論を以下に箇条書きに示す． 

(1) 2011年東日本大震災における首相官邸のメッセージ

の分析より，曖昧な表現，自己防衛のための表現，肯定，

否定の組合わせ，という３つの観点から，住民への情報

伝達で使うべきでない用語を抽出した． 

(2) 災害情報の基本原則の観点から，住民向けのメッセ

ージの作成方法を提案し，この方法に基づいて市町村用

災害対応管理システムの文書事前登録機能を開発した． 

(3) 見附市の防災担当者が，災害対策本部設置，避難準

備，避難勧告，避難指示に関して事前登録文を作成した． 

(4)  図上訓練で，事前登録文を用いて指示文を円滑に作

成することができた． 

(5) 図上訓練後の災害対策本部に対するアンケートより，

住民に対してとるべき行動をわかりやすく，的確に伝え

ることができたことを確認することができた． 

(6) さらに定型文を用いることにより，速やかな情報伝

達を，時間と手間をかけずに，情報の漏れなく行うこと

ができ，さらに定型文があると思うだけで安心感があっ

たことを確認することできた． 
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DEVELOPMENT AND EVALUATION OF FIXED PHRASE REGISTRATION 

FUNCTION FOR DISASTER RESPONSE MANAGEMENT SYSTEM 
 

Takeyas SUZUKI and Teppei TSUDA 
 

It is important that three elements such as what happened, how it will advance, and how people should 
act are intelligibly transferred in disaster information from administrative organs to local residents.  In 
this paper, authors developed the fixed phrase registration function and it was implemented in disaster re-
sponse management system authors have previously developed.  The system was applied to disaster re-
sponse exercise in Mitsuke City, Niigata prefecture and the funtion was highly evaluated by employees of 
Mitsuke City.  


